
平成２５年度第２回島根県農政審議会概要 

 

【日  時】平成２６年３月１９日（水）１３：３０～１５：３０ 

【場  所】松江市内中原町 島根県職員会館 健康教育室 

【出席委員】谷口委員、反田委員、前田委員、佐々木委員、田仲委員、 

住田委員、吉川委員、渡邊委員、米原委員、高橋委員、西委員（１１名） 

【県出席者】石黒農林水産部長、安松農林水産部技監、中村農業経営課長、吉田農畜産振

興課長、生田畜産振興室長、田邊食料安全推進課長、石井農村整備課長、石

原農地整備課長、森上農林水産総務課管理監ほか関係職員 

 

【審議概要】 

１．開   会 事務局より開会 

２．農林水産部長あいさつ 石黒部長 

３．会長あいさつ  谷口会長 

４．議   事 

（１）国の農政改革に伴う県の対応について 

県側から説明。主な意見・質疑は下記のとおり。 

〇日本型直接支払制度の内容を教えてもらいたい。 

→今までの「農地・水保全管理支払」が「多面的機能支払（農地維持支払、資源向上支払）」

となる。これに「中山間地域等直接支払」、「環境保全型農業直接支払」を合わせて、「日

本型直接支払制度」としており、農業の多面的機能の維持、発揮のために、地域活動や

営農活動に対して支援するものである。 

○農地中間管理機構は、農地を借りる担い手としてはどのような対象を考えているか？ 

→個人で規模拡大している農業者及び、中山間地域においては、集落営農組織を担い手と

して考えている。 

○鳥獣害が多発しているような農地を農地中間管理機構が受け入れても、引受先がないの

ではないか？ 

→農地の引き受け手が見込まれない農地は、中間管理機構では受け入れない。ほ場整備が

完了しているなど、引き受けてもらいやすい農地を中心に仲介業務を行う。 

○島根農業人材育成事業とは、どのような内容か教えてもらいたい。 

→営農開始から５～１０年が経過して、栽培技術を身につけた農業者に経営能力を高めて

もらい、将来的には地域を支える人材に育成することを目的にしている。 

 

（２）「新たな農林水産業・農山漁村活性化計画」について 

 ①平成２５年度実績見込み 

 ②国の農政改革に伴う県全域プロジェクトの見直しについて 

 ③地域プロジェクトの変更について 

   県側から説明。主な意見・質疑は下記のとおり。 

○売れる米づくりとして、平坦部では、「コシヒカリ」から「きぬむすめ」「つや姫」に切



り替えているが、消費者にも PR してもらいたい。また、契約取引に対する考え方を教え

てもらいたい。 

→県では、中山間地域では「コシヒカリ」、平坦地では「きぬむすめ」「つや姫」を推進し

ている。売れる米づくりとして、各々の品種の良さを PR していく必要がある。契約取引

については、定量、定価で買い取ってもらえる取引先を確保する取り組みを強化したい。 

〇島根の「つや姫」は、県外での販売を考えると、栽培基準を統一したほうがアピールし

やすく販売に有利ではないか？ 

→山形県などでは、「つや姫」の栽培基準を統一したり、ふるい目を１．９mm に統一する

などの取組を行っている。今後も島根県でも栽培暦の整理などをＪＡなどと協力して進

めていきたい。 

○和牛農家や酪農家が減少しており、危機感を感じているが、県としてはどのように考え

ているか？ 

→和牛の場合、繁殖牛の頭数が減少している。企業的な経営や集落での放牧を取り入れる

など、飼育の低コスト化に取り組みたい。また、酪農の場合は、搾乳頭数は減っていな

いが、規模のメリットがないと経営が成り立たないので、国庫補助事業を活用して多頭

飼いの方向に誘導していく。 

○狩猟者の高齢化により、鳥獣害が深刻化する恐れがある。県では対策を考えているか？ 

→西部農林振興センター管内では、鳥獣害対策のプロジェクトをつくり対策を講じている。

具体的には、狩猟免許の所持者数を高齢者がリタイアする減少分を新規取得者を入れて

補充し、維持することとしている。 

 

５．その他報告事項 

・平成２６年度当初予算の概要について  

  県側から説明。主な意見・質疑は下記のとおり。 

〇環境保全型農業直接支払いについて、内容をもう少しわかりやすく、市町村にお知らせ

してもらいたい。 

→今までは、年度によって制度内容が変化したこともあり、市町村で混乱が生じたことも

あったと考えられる。今後は、制度を分かりやすく説明することを徹底したい。 

○地域貢献型集落営農組織の中に、空き家対策をセットにして考えられたらどうか？ 

→現在、地域振興部のしまね暮らし推進課と協力し業務に取り組んでおり、その中で検討

したい。 

○県内の市場で地元農産物の取扱量が減少しているので、打開策を考えてもらいたい。 

→２６年度に「地産地消促進計画」の策定を予定している。そのなかで、安全・安心な地

元の農産物を県民の皆さんと県外からの観光客に食べていただくことを推進したい。 

 

６．閉   会 事務局より閉会 

 

 


